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はじめに

わが国の建設工事における建設労働災害は，平

成８年までは死亡者数が１，０００人を超える状況に

あり，平成１１年には約７割となるまで減少してい

ますが，全産業に占める割合は約４割と高く，な

お一層の対策の推進が望まれています。

国土交通省では，平成８年から「事故データベ

ース」を構築し，全国の直轄，公団，都道府県お

よび政令指定都市が発注した工事において発生し

た工事事故のデータを蓄積してきました。平成１２

年２月には，学識経験者，建設業団体，行政で構

成される「建設工事事故対策検討委員会」を設置

し，蓄積された事故データ等をもとに事故の再発

防止に向け，安全にかかわる技術的分析を通じ

て，請負者の安全管理推進の支援，必要な環境整

備等を検討してきました。同委員会ではさまざま

な分析を行った結果，特に事故発生件数が多い

「墜落事故」「重機事故」「交通事故」について平

成１３年度に重点対策を実施することが提唱された

ところです。

事故データベースに基づく分析

	 事故の種類別発生状況

分析対象としている事故情報は，平成８年１月

～平成１１年１２月に発生したもので，各発注機関か

ら提出のあったものです。

事故を種類別にみると，墜落事故は全体の２８％

（４８２件／１，７０６件）と最も多い事故で，次いで重機

事故が全体の１８％（３０３件／１，７０６件），交通事故が

全体の１４％（２３７件／１，７０６件）と多く，この三つ

の事故を合わせると，全体の６０％（１，０２２件／１，７０６

件）と過半数を占めます（図―１）。


 墜落事故

墜落場所は多岐にわたっていますが，足場およ

び法面からの墜落が多く全体の４８％（＝１４３件／４８２

件）を占めています（図―２）。

事故は複数の要因が重なって発生することが多

いのですが，墜落事故全体の主たる要因は，安全

帯不使用が５９％（＝８５件／１４３件）と最も多くなっ

ています（図―３）。

作業別分類では，足場の組立解体時の墜落が全

体の３８％（＝５５件／１４３件）を占めているととも

に，足場上での資機材上下運搬による墜落はすべ

て足場組立・解体時に発生しています（図―

４）。

� 重機事故

事故形態を見ると，接触事故が全体の４６％（１３９

件／３０３件）と過半数近くを占め，次いで挟まれ事

故１９％（５９件／３０３件），転倒事故１５％（４５件／３０３

件）と続きます（図―５）。

重機の作動状況による接触状況を見ると，重機
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事故種類 件数

墜落 ４８２
重機 ３０３
交通事故 ２３７
飛来落下 １８７
取扱運搬等 １０２
工具取扱 ８７
倒壊 ６１
土砂崩壊 ４４
第三者転倒・物損 ３９
つまずき転倒 ２２
落盤 ２１
挟まれ １５
爆発火災 １３
疾病 ２
酸欠 ２
船舶事故 ２
その他＊ ８７

合計 １，７０６

墜落場所 件数

足場 １４３
法面 ８７
梯子 ２９
開口部 ２５
擁壁 １５
橋梁 １２
型枠 １１
脚立 １０
重機 ８
荷台 ４
山留 ３
法面天端 ３
木 ３
その他 １２９

合計 ４８２

事故要因 件数

安全帯不使用 ８５
足場設備不備 １７
作業手順無視不良 １１
モラル １１
ヒューマンエラー ７
安全帯付替 ７
仮設設備不備 ４
無資格作業 １

合計 １４３

図―１ 事故の種類別発生状況

図―２ 墜落場所別発生件数

�
��
��
４８％

図―３ 足場からの墜落の主たる要因
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資機材上下運搬時墜落�

作業別 件数 割合（％）
行動パターン

資機材上下
運搬時墜落

足場移動中
墜落

足場上作業
中墜落

足場解体 � ３２ ２２．４ ７ ６ １９

足場組立 � ２３ １６．０ ２ ２ １９

（足場解体・組立）（�＋�） （５５） （３８．４） （９） （８） （３８）

型枠組立 ９ ６．３ ０ ３ ６

鉄筋組立 ７ ４．９ ０ ０ ７

型枠解体 ５ ３．５ ０ １ ４

塗装 ５ ３．５ ０ ２ ３

ケレン作業 ３ ２．１ ０ １ ２

安全ネット張り ２ １．４ ０ ０ ２

その他＊ ５７ ３９．９ ０ ２５ ３２

合計 １４３ １００．０ ９（６．３％）４０（２７．９％）９４（６５．８％）

事故形態 件数 事故要因 件数 事故形態 件数 事故要因 件数

接触 １３９ 作業半径立入 ４９ 転倒 支持地盤不良 １
ヒューマンエラー ３２ 誘導員不在・不良 １
作業手順無視不良 ２４ 予定外作業 １
誘導員不在・不良 ２２ 転落 ２３ ヒューマンエラー ７
無資格 ４ 作業手順無視不良 ７
不明 ４ 不明 ３
路肩表示 １ 一人作業 ２
カバー破損 １ 無資格 ２
モラル １ 誘導員不在・不良 １
予定外作業 １ 路肩表示なし １

挟まれ ５９ ヒューマンエラー １８ 放り出さ
れ下敷

２１ ヒューマンエラー ５
作業手順無視不良 １７ 作業手順無視不良 ３
作業半径立入 １４ 無資格 ３
誘導員不在・不良 ５ 不明 ３
無資格 ２ 施工計画不備 ２
用途外使用 ２ 仮設道路路肩表示 １
施工計画不備 １ 荷重超過 １

転倒 ４５ 作業手順無視不良 ２０ 危険個所明示 １
ヒューマンエラー ８ 施工方法 １
無資格 ７ 誘導員不在・不良 １
用途外使用 ３ その他 １６ １６
施工計画不備 ２

合計
３０３ ３０３

不明 ２

図―４ 作業別・行動パターン別事故発生状況

図―５ 事故形態と要因
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３
の後退時による接触が４９％（２４件／４９件）と約半

数を占めます（図―６）。

� 交通事故

第三者の一般車両によるもらい事故が全体の４３

％（１０１件／２３７件）と半数近くを占め，その中で

も一般車の不注意による事故が７３％（７４件／１０１

件）と非常に多い（図―７）。

一般車両によるもらい事故の被災者の職種を見

ると，交通整理員が６７％（４０件／６０件）と交通整

理中の被災が大半を占めています（図―８）。

平成１３年度の事故重点対策

建設工事事故対策検討委員会では，特に発生件

数の多い「墜落事故」「重機事故」「交通事故」の

三大多発事故に対する平成１３年度の重点対策を提

唱しました。国土交通省は，各地方整備局に実施

のための通知を発出するとともに，関係業団体に

協力依頼を行いました。

	 墜落事故対策

前項の分析から墜落事故対策の課題として，

状況 件数 割合（％）

重機後退時 ２４ ４９．０
重機前方・側方移動時 ８ １６．３
旋回操作時 ７ １４．３
誤操作 ５ １０．２
作業装置操作時 ３ ６．１
その他 ２ ４．１

合計 ４９ １００．０

事故形態 件数 割合（％） 要因 件数

一般車両によるもら
い事故

１０１ ４２．６ 一般車の不注意 ７４
作業員の不注意 １７
保安施設の不備 １０

車両同士での衝突
事故

６９ ２９．１ 一般車の不注意 ３０
作業車の不注意 ２３
保安施設の不備 １６

作業車＊１による
事故

６２ ２６．２ 作業車の不注意 ５４
保安施設の不備 ４
作業員の不注意 ３
第三者の不注意 １

第三者自災＊２ ５ ２．１ 安全管理の不備 ５

合計 ２３７ １００．０ ２３７

＊１ ダンプ・トラック等の運搬車両
＊２ 路面切削による段差がありバイクが転倒した等

職種 件数 割合（％）
作業内容

交通
整理中

工事
作業中

保安施設
撤去中

保安施設
準備中

交通整理員 ４０ ６６．６ ３４ １ ３ ２
現場作業員 １９ ３１．７ ０ １５ ２ ２
重機の誘導員 １ １．７ ０ １ ０ ０

合計 ６０ １００．０ ３４ １７ ５ ４

図―６ 事故発生時の重機の作動状況

図―７ 事故形態別の事故発生状況

図―８ 職種別事故発生状況
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「�足場の組立・解体時に墜落する危険性が高い」

「�足場設備の不備が見られる（開口部の放置や

手すり不備，親綱設置不備）」「�安全帯未使用の

墜落が多い」ことがあげられます。

「�足場の組立・解体時に墜落する危険性が高

い」ことについては，関係業団体は，会員各社に

対して手すり先行足場等の組立・解体時に安全な

足場の使用を推奨するとともに，国土交通省はそ

の足場を用いたモデル工事を実施します。

「�足場設備の不備が見られる」ことについて

は，関係業団体は，会員各社に対して足場の組立

完了時および供用中の日々の管理に足場のチェッ

クリスト等を活用し，足場の点検を行うよう働き

かけるとともに，工事完成時に点検結果を含め安

全活動の創意工夫の成果を発注者に提出するよう

働きかけます。国土交通省はその成果を工事成績

評定の判断材料の一つとします。

「�安全帯未使用の墜落が多い」ことについて

は，関係業団体は，会員各社に対して安全管理に

努めた人を表彰し，現場のルールを守らない人に

ペナルティーを与える等の各社が実施している安

全意識向上運動をさらに推進するよう働きかけま

す。国土交通省は安全活動に関して優れた活動を

した組織（現場）を表彰します。


 重機事故対策

重機事故対策の課題としては，「�操作時の重

機オペレータの安全確認の徹底」「�誘導員の適

正配置の強化」「�重機と人の行動範囲の分離」

があげられます。

「�操作時の重機オペレータの安全確認の徹底」

については，関係業団体は「誘導員なしではバッ

クしない」をうたったステッカーの貼付を促進

し，重機オペレータの安全意識を高めるステッカ

ー運動を推進します。

「�誘導員の適正配置の強化」および「�重機

と人の行動範囲の分離」については，関係業団体

は，会員各社に対して誘導員配置や重機と人の行

動範囲の分離措置を徹底するよう指導するととも

に，工事完成時に安全活動の創意工夫の成果を発

注者に提出するよう働きかけます。国土交通省は

その成果を工事成績評定の判断材料の一つとしま

す。

� 交通事故対策

交通事故対策の課題としては，「�一般車両の

突入時の被害軽減の強化」「�一般ドライバーに

対する交通整理員の視認性の向上」「�適正な交

通整理員の配置等」があげられます。

「�一般車両の突入時の被害軽減の強化」につ

いては，関係業団体は，会員各社に対してデルタ

クッションを設置し，一般車両が突入してきた場

合の衝撃エネルギーを吸収し工事関係者およびド

ライバーの被害を最小限に抑えるよう，その利用

を推奨します。国土交通省はデルタクッションを

設置したモデル工事を実施します。

「�一般ドライバーに対する交通整理員の視認

性の向上」については，関係業団体は交通整理員

の服装改善を徹底するよう指導します。

「�適正な交通整理員の配置等」については，

関係業団体は，会員各社に対して適切な交通整理

員の配置を行うよう指導するとともに，交通整理

員のロボット化を推奨します。また，工事完成時

に安全活動の創意工夫の成果を発注者に提出する

よう働きかけます。国土交通省はその成果を工事

成績評定の判断材料の一つとします。

さいごに

平成１３年度は，引き続き事故データベースへの

蓄積および技術的分析を行うとともに，事故重点

対策の実施状況およびその効果を適切にフォロー

アップし，建設工事における事故の再発防止に向

け，必要な対策を一層推進していく予定です。
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